
【経営基本情報】

○団体の基本情報

100.0 ％

○主な事業内容

事業名

(1) 管理運営事業
全事業合計に占める割合

(2) 文化会館事業
全事業合計に占める割合

(3)  生涯学習センター事業

全事業合計に占める割合

(4) (1)～(3)以外の事業

全事業合計に占める割合

全事業合計
全事業合計に占める割合

[事業の概要]

(1)

(2)

(3)

(4)

常勤役員 人 人 人

うち、県退職者 1 人 1 人 1 人 H20平均年齢
※
： - 歳

うち、県派遣 0 人 0 人 0 人 H20平均年収
※
：

常勤正規職員 人 人 人

うち、県退職者 0 人 0 人 0 人 H20平均年齢
※
： 37.7 歳

うち、県派遣 1 人 0 人 0 人 H20平均年収
※
： 4,564 千円

その他職員 人 人 人

うち、県退職者 9 人 6 人 6 人

51,818

4.4%

1,184,161

1 1 1

備考

924,662

77.9%

198,960

16.8%

財団法人三重県文化振興事業団

2,000,000,000

059-233-1103

13 15 15

平成18年度

171,858

14.5%

17,568

津市一身田上津部田１２３４番地

http://www.center-mie.or.jp

059-233-1106

理事長 武村 泰男

平成4年3月25日

生活・文化部

FAX番号

県所管部等

備考

○役職員の状況

1.5%

平成18年度

942,917

79.6%

平成19年度

53 49

三重県総合文化センターの管理運営及び施設貸出サービス

文化会館が提供する各種サービス（音楽・演劇等の提供、芸術文化に関する人材育成研修等）

生涯学習センターが提供する各種サービス（生涯学習社会づくりに資する情報提供、研修、教育機器貸出等）

男女共同参画センターが提供する各種サービス及びセンターＰＲ事業及び文化会館友の会事業等

平成19年度

50 年俸制管理職５名
専門員４０名
嘱託員５名

常勤役員の給与
等に関する規定
により支給

代表者

所在地

ＨＰアドレス

設立年月日

電話番号

円

100.0%

1,126,860

160,985

3.9%

44,493

1.6%

17,657

14.3%

(単位：千円)

12,688

県出資額

100.0%

80.2%

903,725

団体の目的

[事業規模(事業費)]

芸術文化及び生涯学習並びに男女共同参画社会づくりに関する事業を行う
ことにより、文化の振興を図ることを目的とする。

団体名

※派遣職員は含まない

100.0%

1.1%

4.3%

51,141

1,187,451

平成20年度

県出資割合

平成20年度
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【団体自己評価結果】

比率 評価 比率 評価 比率 評価

95 Ａ 95 Ａ 95 Ａ

94 Ａ 94 Ａ 100 Ａ

96 Ａ 96 Ａ 96 Ａ

96 Ａ 100 Ａ 91 Ａ

《団体自己評価コメント》

目 的

経営計画

事 業

経営状況

総括コメント

《団体の達成目標》

●年次事業計画による達成目標
《定性目標》

《定量目標》

数値目標 単位
目標
実績
目標
実績
目標
実績

●中長期計画による達成目標

団体名 財団法人三重県文化振興事業団

C（３０％～  ５９％）：改善を要する D（  ０％～２９％）：大いに改善を要する

経営状況

18年度

A（９０％～１００％）：良好な事象や傾向がみられる

19年度

目 的

経営計画

貸出施設利用率

平成20年度目標

平成20年度実績

平成21年度目標

次期指定管理者を視野に入れ、職員全員が一丸となって過去最高の実績を達成すべく、各部門
の事業を充実させるとともに、複合施設としての機能を発揮する仕組みを構築する。

73

次期指定管理者の獲得を絶対条件に、職員全員が共通意識を高め、更なるサービス向上、経
営効率向上、顧客の獲得に努めるとともに、中長期を視野に入れた事業展開、組織強化を図
る。

80 80

140,000

84.3
73

190,421178,270
140,000

71

生涯学習情報提供システムへのアクセス数

80

件 140,000

公演事業入場率 80

％ 73.8

センターHPアクセス数（年間）１２，５００件、貸出施設利用率７２．０％、貸出施設利用満足度８０％、文化会館公演事業
入場率８０％、文化事業全体収支比率６５％、生涯学習情報提供システムへのアクセス数１４０，０００件、生涯学習セン
ター主催事業参加者数８，４００人、貸出教材・機材利用度２３％、男女共同参画センター主催事業参加者数１０，５００
人、男女共同参画フォーラム男性参加率３０％等、企業協賛会員数６０社以上。

三重県総合文化センター中期事業計画書（Ｈ１９．４．１～Ｈ２２．３．３１）において、財団独自事業では、
寄付金収入等の収益増加と事業の充実により県内の文化振興に寄与している。また指定管理者事業
での経営方針や経営計画は、「県民しあわせプラン」の施策と合致している。

140,000

90.6

指標

72
75.2

経営状況は適正な財務水準を維持している。

％

平成21年度

平成20年度コメント
芸術文化、生涯学習及び男女共同参画社会づくりに関する社会的要請に合致している。
指定管理者制度等の社会情勢の変化に伴い積極的に経営改善に取り組み、財団独自事業の充実を
図る。（公募選定により平成１９年４月１日から３カ年の２期目の指定管理者に指定されている。）

ＩＳＯ９００１品質マネジメントシステムの効果的運用により、事業やサービスの目標管理、顧客ニーズの
把握に努め、四半期に１回の経営者レビューや県への報告会議を通じて、適宜、活動の修正・是正を
行っている。

平成19年度 平成20年度

２期目の指定管理者として２年目を迎え、施設貸出サービス、来館者サービスを中心に、積極的な
ルール・サービス改善を図り、貸出施設の利用率は平成１６年度以降５期連続で過去最高値を更新し、
平成２０年度の年間利用率は７５．２％を記録した。
一方、文化会館、生涯学習センター、男女共同参画センターの各事業部門においても、従来からの事
業の質・量の継続性を維持しつつ、拠点機能を活かした出前連携事業やアウトリーチ事業、総合性を
発揮した部門連携事業等を積極的に展開した。文化会館では公演事業入場率９０．６％と過去最高値
を記録した。
また、施設運営においては地域・県民とともに歩む施設づくりを目指し、ボランティアによる活動を強化
したほか、企業協賛会員の入会も積極的に勧誘し、充実した財団独自事業を展開した。

ホール改修工事の影響もあったが、貸出施設利用率及び文化会館公演事業入場率が過去最高
値を更新。レストラン・売店のリニューアル、看板作成サービス及び無線ＬＡＮサービスの拡大、
施設のインターネット予約を実施。身障者用トイレに温水洗浄便座を増設。お正月イベント等総
合文化センターPR事業の充実、イルミネーションでのエコへの配慮。

事 業

B（６０％～８９％）：やや良好な事象や傾向がみられる

20年度

0

50

10
0

目 的

経営計画

事 業

経営状況
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18 年度 19 年度 20 年度

目 的

経営計画

事 業

経営状況

【知事等の審査及び評価結果】

20年度コメント

            ＋ ：団体自己評価結果に比べて高く評価（良好な点が認められる）
            － ：団体自己評価結果に比べて低く評価（課題が認められる）
          空白：団体自己評価結果と概ね同じ評価

団体名 財団法人三重県文化振興事業団

経営の効率化、柔軟な事業展開を行うとともに、機動性・弾力性の高さを活かして各種サービスの改善に取
り組んでいる。これにより定量目標はほぼ達成されており、未達成の項目についても98％超と高い数値となっ
ている。なお、独自に定めている部門ごとの品質目標においてもそれぞれ95％以上の高い達成率を実現して
いる。未達成の項目については要因分析を行い、改善につなげようとする姿勢が見られる。
中長期計画に掲げる目標については、施設における利便性の向上、ニーズを反映した公演や講座の実施等
により、達成に向けて着実に努力している。
以上のとおり、当該財団の目的と指定管理者としての仕様に沿った事業展開で、総合文化センターの複合
施設としてのメリットを活かし、県の文化芸術、生涯学習、男女共同参画の進展に大きく寄与している。
今後も蓄積されたネットワークやノウハウを発揮して効率的な運営を行い、拠点機能としての役割を果たすこ
とが期待される。

《知事等の総括コメント》

総合文化センターが担う芸術文化、生涯学習、男女共同参画
に対する県民のニーズを的確に把握し、県内における文化振
興の複合拠点施設としての役割を果たしている。

「県民しあわせプラン」に記された施策に基づき、指定管理期
間である3ヵ年の事業計画書及び毎年度の事業計画書を策
定している。

顧客のニーズや満足度の把握に努め、各事業の目標は概ね
達成している。また適宜、事業活動の改善に努めている。

「基本財産の運用方針」に基づく資産運用を行い、着実な経
営努力を続けている。
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【経営基本情報】

○団体の基本情報

72.8 ％

○主な事業内容

事業名

(1) 外国人技術者・技術習得サポート事業

全事業合計に占める割合

(2) 多言語生活行政情報提供事業

全事業合計に占める割合

(3) 外国人ヘルプデスク事業

全事業合計に占める割合

(4) (1)～(3)以外の事業

全事業合計に占める割合

全事業合計
全事業合計に占める割合

[事業の概要]

(1)

(2)

(3)

(4)

常勤役員 人 人 人

うち、県退職者 1 人 1 人 2 人 H20平均年齢
※
： 61.5 歳

うち、県派遣 0 人 0 人 0 人 H20平均年収
※
： 5,508 千円

常勤正規職員 人 人 人

うち、県退職者 0 人 0 人 0 人 H20平均年齢
※
： － 歳

うち、県派遣 1 人 1 人 1 人 H20平均年収
※
： － 千円

その他職員 人 人 人

うち、県退職者 0 人 0 人 0 人

団体名

※派遣職員は含まない

100.0%

13.7%

43.0%

22,198

51,648

平成20年度

県出資割合

平成20年度

(単位：千円)

7,087

県出資額

100.0%

24.8%

14,671

団体の目的

[事業規模(事業費)]

三重県の美しい自然と温かい県民性を生かした幅広い分野での国際交流活動及び
国際協力活動を推進することにより、地域の活性化と教育の向上を図るとともに、諸
外国の人々との相互理解と友好親善に資することを目的にする。

円

100.0%

59,106

8,753

47.8%

28,230

12.6%

7,452

14.8%

代表者

所在地

ＨＰアドレス

設立年月日

電話番号

7 6

自国の産業振興に資する日本の技術を習得させるとともに、日本の経済・文化等についての理解・交流を促進

年間を通じ、外国人住民向けにFM放送を利用して、英語・ポルトガル語による生活・行政情報を提供

外国人住民のための窓口相談、電話相談の対応や専門相談会の開催

その他、多文化共生社会推進事業、国際交流促進事業及び国際協力事業を実施

平成19年度

7 専門員３人、嘱託１人
書記１人、生活相談員１人
共生社会推進員１人

備考

○役職員の状況

0.0%

平成18年度

16,221

21.8%

平成19年度

津市羽所町700番地 アスト津３階

http://www.mief.or.jp

059-223-5007

理事長 豊田 長康

平成3年5月15日

生活・文化部

FAX番号

県所管部等

財団法人三重県国際交流財団

356,759,268

059-223-5006

1 1 1

平成18年度

7,952

10.7%

0

12,487

24.2%

9,876

19.1%

50,301

67.5%

74,474

2 2 2

備考
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【団体自己評価結果】

比率 評価 比率 評価 比率 評価

95 Ａ 95 Ａ 95 Ａ

94 Ａ 94 Ａ 94 Ａ

78 Ｂ 78 Ｂ 78 Ｂ

78 Ｂ 82 Ｂ 82 Ｂ

《団体自己評価コメント》

目 的

経営計画

事 業

経営状況

総括コメント

《団体の達成目標》

●年次事業計画による達成目標
《定性目標》

《定量目標》

数値目標 単位
目標
実績
目標
実績
目標
実績

●中長期計画による達成目標

事 業

B（６０％～８９％）：やや良好な事象や傾向がみられる

20年度

平成20年度コメント

当財団の目的は、国際交流・国際協力活動を推進することにより、地域の活性化と教育の向上を図る
とともに、諸外国の人々との相互理解と友好親善に資することである。特に外国人住民の占める割合
が全国的にも高い状況（総人口比率2.78％）にある中で、多文化共生社会の実現に向けたコミュニ
ケーションや生活・教育支援などへの役割が増大している。

多文化共生社会の推進、国際交流の促進、国際協力の拡充のため、事業の遂行にあたっては、外国
人住民のニーズ把握や業務プロセスの改善などに努めるとともに、目標設定と中間評価を実施してい
る。

平成19年度 平成20年度

中期事業計画に基づく２２事業については、ほぼ目標を達成することができた。また、経済
不況に伴う外国人住民への支援として、関係機関との連携により就労・住宅問題等に関する
緊急生活情報を適時、適切に提供することができた。
今後も、多文化共生社会の実現に向け、取組を進めていく中で、多様な主体との役割分担
を行い、選択と集中により優先度の高い事業を展開するとともに、収益事業も検討しつつ、
健全な運営に努めていく。

中期事業計画に基づき、効果的、効率的に事業を実施することができた。また、県の経済対策
と連携して多言語による雇用情報等の情報提供を行なった。

外国人住民が急増する状況の中、地域における多文化共生社会の実現をめざし、コミュニケーション支援や
外国人住民の生活支援、外国につながりをもつ生徒・児童等の学校教育支援に重点的に取り組む。

財団の中長期計画「21世紀の国際交流について～三重県国際交流財団のあり方～」（平成14年3月策
定）及び中期事業計画（計画期間平成19～22年度）を策定している。２年目にあたる中期事業計画に
基づき、多文化を尊重できる社会の構築に向けた取組を進めている。

200

964

指標

100
189

平成15～19年度の5年間、低金利の厳しい経済環境のため、基本財産の取崩を行なったが、平成20
年度においては、公共債による運用益と自己収益の確保に努めるとともに、人件費、事業費のコスト
削減と効果的・効率的な事業展開を行なうことにより、当期経常増減額は５百万円弱の増額となった。

件

平成21年度

外国人児童生徒教育実践研究会参加者数

800

件
250

外国人相談件数
800

人 129

250

700
200

224128
150

100
日本語ボランティア研修参加者数

平成20年度目標

平成20年度実績

平成21年度目標

中期事業計画の2年目にあたり、前年度の課題を整理し、さらに充実した事業を企画実施してい
く。

200

中期事業計画の3年目にあたり、前年度の課題を整理し、さらに充実した事業を企画実施してい
く。
また、２１年度も県の緊急経済対策と連携し、日本語ボランティアの養成や外国人住民の生活
支援などに重点的に取り組んでいく。

600 600

団体名 財団法人三重県国際交流財団

C（３０％～  ５９％）：改善を要する D（  ０％～２９％）：大いに改善を要する

経営状況

18年度

A（９０％～１００％）：良好な事象や傾向がみられる

19年度

目 的

経営計画
0

50

10
0

目 的

経営計画

事 業

経営状況
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18 年度 19 年度 20 年度

目 的

経営計画

事 業

経営状況

外国人相談件数や日本語ボランティア研修の参加者数など多文化共生社会づくりに向けた事業の目標値を
達成した。また、経済不況に伴う外国人住民支援として関係機関との連携により就労・住宅問題等に関する緊
急生活情報を適切かつ速やかに提供した。
今後の事業展開においても、国の認定による地域国際化の拠点としての役割を十分認識し、地域のニーズ
を的確に把握したうえで、外国人住民への生活情報提供の一層の充実、国際協力事業の拡充、国際交流団
体間のネットワークの構築などコーディネーター機能を十分発揮されることを期待する。
経営面では、経済対策として予算化された各種事業を十分活用し、将来に向けた経営基盤強化の足がかり
とするとともに、事業の経営面からの評価を一層進め、企業のＣＳＲ重視の社会環境を活かし、積極的に寄付
金の募集を図るとともに、会員の増加等に向け努力し、自主財源を確保するなど経営健全化に取り組む必要
がある。

《知事等の総括コメント》

外国人住民の増加に伴い、国際交流から多文化共生社会の
実現に向けた取組に重点を移しており、地域の多文化共生
社会づくりに大きな役割を果たしている。特に、経済環境の悪
化により、生活基盤の脆弱な外国人住民が大きな影響を受
けていることから、外国人住民の生活支援に果たす同財団の
役割は増大している。

県が平成１９年３月に策定した「三重県国際化推進指針」を踏
まえ、中期的経営計画の見直しを行い、効率的・効果的な法
人経営に努めている。

５割以上の事業について、目標設定を行い、中間及び期末に
評価を実施し、翌年度に反映している。また、外国人住民等
の事業参加者へのアンケート調査や聞き取りを行い、顧客
ニーズの把握についても努力している。

公共債による運用益と自己収益の確保に努めるとともに、人
件費、事業費のコスト削減及び効果的・効率的な事業展開、
各種助成制度の活用を図っているが、前年度に引き続き会
費収入が減少しており、自主財源の確保に向けたより一層の
努力が必要である。

【知事等の審査及び評価結果】

20年度コメント

            ＋ ：団体自己評価結果に比べて高く評価（良好な点が認められる）
            － ：団体自己評価結果に比べて低く評価（課題が認められる）
          空白：団体自己評価結果と概ね同じ評価

団体名 財団法人三重県国際交流財団
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【経営基本情報】

○団体の基本情報

39.0 ％

○主な事業内容

事業名

(1) 船舶等のＣＡＤデータ作成等

全事業合計に占める割合

(2)
全事業合計に占める割合

(3)
全事業合計に占める割合

(4) (1)～(3)以外の事業

全事業合計に占める割合

全事業合計
全事業合計に占める割合

[事業の概要]

(1)

(2)

(3)

(4)

常勤役員 人 人 人

うち、県退職者 0 人 0 人 0 人 H20平均年齢
※
： - 歳

うち、県派遣 0 人 0 人 0 人 H20平均年収
※
：

常勤正規職員 人 人 人

うち、県退職者 0 人 0 人 0 人 H20平均年齢
※
： 35.0 歳

うち、県派遣 0 人 0 人 0 人 H20平均年収
※
： 2,941 千円

その他職員 人 人 人

うち、県退職者 0 人 0 人 0 人

団体名

※派遣職員は含まない

100.0%

0.0%

0.0%

267,816

平成20年度

県出資割合

平成20年度

(単位：千円)

県出資額

100.0%

100.0%

254,720

団体の目的

[事業規模(事業費)]

一人でも多くの障がい者が、働く場を得て社会活動の一翼を担い、生き甲斐
を感じることが出来るよう、障がい者の雇用を積極的に推進し、地域福祉の
向上に資することを通して企業の社会的責任を果たしていくことを目的とす
る。

円

100.0%

254,720

0.0%

0.0%

0.0%

代表者

所在地

ＨＰアドレス

設立年月日

電話番号

0 0

造船、橋梁関係の現図作成、設計業務及び研究所支援業務、アンケート集計・分析等の各種データ処理、ホームページ作成 等

平成19年度

0

取締役会規則によ
り支給

備考

○役職員の状況

0.0%

平成18年度

253,658

100.0%

平成19年度

津市雲出鋼管町１番地

http://www.mdc-web.com/

059-246-3701

代表取締役社長 境 克敏

平成6年6月9日

生活・文化部

FAX番号

県所管部等

株式会社三重データクラフト

19,500,000

059-246-3700

56 58 58

平成18年度

0.0%

267,816

100.0%

0.0%

0.0%

253,658

1 1 1

備考
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【団体自己評価結果】

比率 評価 比率 評価 比率 評価

100 Ａ 94 Ａ 100 Ａ

94 Ａ 94 Ａ 94 Ａ

91 Ａ 96 Ａ 96 Ａ

94 Ａ 94 Ａ 94 Ａ

《団体自己評価コメント》

目 的

経営計画

事 業

経営状況

総括コメント

《団体の達成目標》

●年次事業計画による達成目標
《定性目標》

《定量目標》

数値目標 単位
目標
実績
目標
実績
目標
実績

●中長期計画による達成目標

事 業

B（６０％～８９％）：やや良好な事象や傾向がみられる

20年度

平成20年度コメント

「障がい者雇用推進を通し地域社会の発展に寄与」を目的に設立された重度障害者多数雇用事業所
であり、２０年度末時点で障がい者２３名を雇用している（重度障がい者１８名、重度以外５名）。 ２１年
度も重度障がい者の雇用（１名）を計画しており、業務対応能力と意欲のある障がい者には常に門戸
を開いている。

障がい者雇用の前提となる業務量の確保に向け、県内外・ＪＦＥグループ内外に積極的事業活動を展
開し、着実な成果に結びついている。職務的には障がい者による軽負荷のＰＣを使った各種情報処理
及び船舶、橋梁等の図面作成・設計支援を事業の核としている。 ここ数年来、注力してきた古い図面・
書類のＣＡＤ化/デジタル化業務が、付加価値商品として実績を積み重ねている。

平成19年度 平成20年度

第２次中期経営計画の最終年であった当期はスタートより大変厳しい事業展開が続いたが、売上（２
６８百万円）、経常利益（１６百万円）と中期及び年度計画を上回る高業績であった。 売上面ではＪＦＥ
津及びユニバーサル造船津の堅調な業務に加え、ＪＦＥエンジニアリング・グループ会社及びスチール
部門の好調が牽引した。自治体・民間部門は健闘するも横ばい基調であった。 一方、損益面では個
人・組織の生産性向上、期初における前期より継続の高採算物件、及び障がい者雇用関係助成金（８
百万円）等が寄与した。 障がい者雇用は２名（計画値）を達成し、来期採用予定の適材も確保できた
（１名）。

個々の職能アップ及び組織の効率的業務遂行によりトータルな生産性向上が図られ、
かつ販売増による増収などから、厳しい事業環境の中で数年来の最高益が確保でき
た。

会社設立目的のミッション遂行により、株主他関係者より高評価を得られる県下での障がい者雇用モデル企
業を目指す。 損益的には黒字基調の維持、障がい者雇用では毎年1名（重度ベース）の新規採用を目標と
する（平成２１年～２３年度 第3次中期計画期間）。

３年毎に中期経営計画を策定、それをベースに各年の年度計画（売上、損益、雇用など）を
作成、親会社の管理下に綿密な事業運営を行っている。

3

1

指標

250
268

事業環境の厳しさと変貌が続く中、売上・損益とも年度計画を大幅に上回り、平成１５年以降に於ける
最高益を確保、結果として９期連続の黒字確保を達成することが出来た。また、障がい者雇用面では
新規採用１名及び新規認定者１名を雇用しつつ、次年度入社の適材も県外より１名確保できた。 しか
し平成２１年度は世界的不況の影響もあり、様相が一転、かつてない厳しい事業運営を余儀なくされる
見通しである。

人

平成21年度

当期利益

1

百万円
1

重度障がい者雇用
1

百万円 255

1

1
252

95
1

250
売上高

平成20年度目標

平成20年度実績

平成21年度目標

職務遂行能力アップと業務の効率的推進を通して収益力を向上

252

困難にチャレンジ、変化に適応し事業の持続的発展を！

2 2

団体名 株式会社三重データクラフト

C（３０％～  ５９％）：改善を要する D（  ０％～２９％）：大いに改善を要する

経営状況

18年度

A（９０％～１００％）：良好な事象や傾向がみられる

19年度

目 的

経営計画
0

50

10
0

目 的

経営計画

事 業

経営状況
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18 年度 19 年度 20 年度

目 的

経営計画

事 業

経営状況

重度障害者多数雇用事業所として、設立から１５周年を迎え、県内における障がい者雇用のモデル事業所と
しての役割を担っている。
設立時の目標値「重度障がい者雇用15名」については18名を雇用し達成されているものの、一層の障がい
者雇用を図るため、毎年度新たな採用を計画しており、平成20年度については2名の目標に対し1名にとど
まったが、雇用拡大に向け積極的な取組がなされている。
事業展開については、売上高、当期利益ともに、新規顧客開拓、一般管理費の抑制などにより、年度目標値
を大幅に上まわっている。また、９期連続で黒字を維持していることから、今後についても黒字基調の堅持が
期待される。
今後は、「障がい者雇用推進を通して地域社会の発展に貢献」という法人の設立趣旨のもと、障がい者の雇
用推進と安定的な事業基盤の構築の両立をなすために、新規顧客開拓等の営業活動を展開するとともに、職
務遂行能力アップによる生産力向上を図る必要がある。

《知事等の総括コメント》

重度障害者多数雇用事業所として、重度障がい者18名を雇
用し、さらに雇用促進を図っているものの、平成20年度の目
標2名の雇用については、1名の雇用にとどまった。

各年、中期経営計画に沿った年度計画を作成のうえ事業運
営を行っている。

業務量確保に向け、受注先の確保や、古い図面のＣＡＤ化な
ど、積極的に事業展開している。

平成20年度の売上高、当期利益の目標額を実績額では上
回っており、９期連続の黒字を確保している。

【知事等の審査及び評価結果】

20年度コメント

            ＋ ：団体自己評価結果に比べて高く評価（良好な点が認められる）
            － ：団体自己評価結果に比べて低く評価（課題が認められる）
          空白：団体自己評価結果と概ね同じ評価

団体名 株式会社三重データクラフト
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【経営基本情報】

○団体の基本情報

33.3 ％

○主な事業内容

事業名

(1) ミュージアムショップ

全事業合計に占める割合

(2) 図録等頒布事業

全事業合計に占める割合

(3) 展覧会支援事業

全事業合計に占める割合

(4) (1)～(3)以外の事業

全事業合計に占める割合

全事業合計
全事業合計に占める割合

[事業の概要]

(1)

(2)

(3)

(4)

常勤役員 人 人 人

うち、県退職者 1 人 1 人 1 人 H20平均年齢
※
： － 歳

うち、県派遣 0 人 0 人 0 人 H20平均年収
※
：

常勤正規職員 人 人 人

うち、県退職者 0 人 0 人 0 人 H20平均年齢
※
： － 歳

うち、県派遣 0 人 0 人 0 人 H20平均年収
※
：

その他職員 人 人 人

うち、県退職者 0 人 0 人 0 人

備考

財団法人三重県立美術館協力会

15,000,000

059-223-1117 

津市大谷町11

http://www.pref.mie.jp/bijutsu/hp/

059-223-1117

理事長 谷川 憲三

FAX番号

県所管部等

昭和58月3月26日

7.0%

1 1 1

平成18年度

1 1 1

平成18年度

2,879

16.3%

5,074

平成19年度

9,885

25.4%

生活・文化部

6,277

○役職員の状況

28.7%

7,738

43.7%

2,003

11.3%

17,694

代表者

3 3

ミュージアムショップで美術関係書籍、絵葉書等を販売

企画展覧会に合わせて図録を発刊、販売

企画展覧会等の支援

移動美術館、美術セミナー等の普及啓発への支援、美術関係団体への支援

平成19年度

2
業務補助員 2人

寄附行為規程によ
る

所在地

ＨＰアドレス

設立年月日

電話番号

2,209

24.6%

7,794

19.8%

県出資額

100.0%

48.6%

15,395

団体の目的

[事業規模(事業費)]

美術に関する調査・研究活動を行うとともに、県民の美術に関する知識と教
養の向上を図るために必要な事業を行い、本県美術文化の振興発展に寄与
する。

円

100.0%

31,675

平成20年度

(単位：千円)

8,155

備考

18,890

48.6%

就業規則による

団体名

※派遣職員は含まない

100.0%

21.0%

5.1%

1,972

38,902

平成20年度

県出資割合
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【団体自己評価結果】

比率 評価 比率 評価 比率 評価

95 Ａ 90 Ａ 90 Ａ

89 Ｂ 89 Ｂ 89 Ｂ

82 Ｂ 82 Ｂ 87 Ｂ

80 Ｂ 84 Ｂ 96 Ａ

《団体自己評価コメント》

目 的

経営計画

事 業

経営状況

総括コメント

《団体の達成目標》

●年次事業計画による達成目標
《定性目標》

《定量目標》

数値目標 単位
目標
実績
目標
実績
目標
実績

●中長期計画による達成目標

団体名 財団法人三重県立美術館協力会

C（３０％～  ５９％）：改善を要する D（  ０％～２９％）：大いに改善を要する

経営状況

18年度

A（９０％～１００％）：良好な事象や傾向がみられる

19年度

目 的

経営計画

平成20年度目標

平成20年度実績

平成21年度目標

運営基盤強化のため、賛助会員の増員、ミュージアムショップの効率的運営
美術館入館者の増加への取組（企画展広報の強化等）

運営基盤強化のため、賛助会員の増員、ミュージアムショップの収益アップ
美術館入館者の増加への取組（企画展広報の強化等）

2,000 2,500
1,7732,000移動美術館、美術セミナー等

2,000

運営基盤（賛助会員の増員による会費収入の確保）の強化

経営基盤の強化が課題となっている。このため、賛助会員の増員に努力したが、社会経済
状況の悪化、美術館の閉館（4ヶ月間）等の背景もあり、厳しい状況となった。21年度はより
多方面に働きかけて賛助会員の増員を進め、ミュージアムショップの売上に努力し、運営財
源の強化に努める。

4,537

指標

当期経常増減額は僅かながらプラスとなり、堅実な経営となった。賛助会員の会費収入は、
4ヶ月間の休館があり、会員の期間を延長したため（1年の有効期限を1年4ヶ月としたため）、
会費収入が大幅に落込んだが、事業活動は黒字となった。

人

平成21年度

平成20年度コメント

当法人の目的は、美術文化の振興発展を図るために、美術館の活動に対し、創意と弾力性
を加味した効果的な支援をするとともに、必要な事業を行うことである。20年度は、企画展覧
会（金刀比羅宮展、佐伯祐三展）の広報に力を傾注し、観覧者増を図ることができた。

企画展覧会（特に佐伯祐三展）は、予想を上回る観覧者があり、また移動美術館、美術セミ
ナーも観覧数等が、数値目標を大幅に上回り、好評であった。収益事業（ミュージアムショッ
プの販売）は4ヶ月間の休館があったものの、対前年度比で23%増の売上となった。

平成19年度 平成20年度

当協力会として広報に力を入れた企画展覧会（金刀比羅宮展、佐伯祐三展）は、多くの観
覧者があり、好評であった。また、美術館との共催事業である移動美術館についても、予想
を上回る観覧者があり、計画どおり実施できた。21年度は、企画展覧会（元永定正展、大橋
歩展）の広報に努めるとともに賛助会員の増員に力を入れる。また、収益事業のミュージア
ムショップの収益アップに努め、法改正に伴う新公益法人への移行にむけて、準備を進め
る。

美術館の休館（工事で4ヶ月間）があり、賛助会員有効期限を4ヶ月延長したため、会
費収入は大幅な減少。美術館入館者数は予想を上回り、入館者増は達成できた。

事 業

B（６０％～８９％）：やや良好な事象や傾向がみられる

20年度

0

50

10
0

目 的

経営計画

事 業

経営状況
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18 年度 19 年度 20 年度

目 的

経営計画

事 業

経営状況

【知事等の審査及び評価結果】

20年度コメント

            ＋ ：団体自己評価結果に比べて高く評価（良好な点が認められる）
            － ：団体自己評価結果に比べて低く評価（課題が認められる）
          空白：団体自己評価結果と概ね同じ評価

団体名 財団法人三重県立美術館協力会

本法人は、広報部門において、県立美術館の運営上無くてはならない存在となっている。２０年度は、企画展
の広報へ力を傾注し、大幅な観覧者増を得た。中長期計画の中で力を入れているミュージアムショップでの売
上も増加し、経常増減額がプラスに転じた。景気の後退による賛助会員の減少は手痛いが、会員増員に至る
ための努力は継続している。更なる創意・工夫により、美術館観覧者の増加にも努力し、安定した経営状況を
維持してもらいたい。

《知事等の総括コメント》

本法人の目的は、本県においての美術文化の振興発展を図
るために、美術館の活動に対し、効果的な支援を行うことに
ある。美術館活動の広報部門における本法人の役割は、美
術館にとって無くてはならないものになっている。

中長期経営計画で最も力をいれているものが賛助会員の増
員である。しかし、４ヶ月の休館の分の会費収入が入らず、収
入は大幅に落ち込んだ。ミュージアムショップの充実、オリジ
ナル商品の開発等、運営基盤の確保に力を入れている。更
なる創意・工夫により、経営を安定的なものにしてほしい。

ミュージアムショップでの売上が前年度に比べて２３パーセン
ト増加し、図録等の販売も５７パーセントの増加を見た。「金刀
比羅宮書院の美展」での図録の売上や、目標数を７０パーセ
ント上回った佐伯祐三展の入館者数などが影響を及ぼしてい
る。今後も、企画展に合わせた、ミュージアムショップでの積
極的な販売姿勢が期待される。

当期の経常増減額がプラスとなり、堅実な経営となった。理由
としては、入館者数の増加や、オリジナル商品の開発・三重
県内特産品の販売といった協力会の努力が成果を結んだこ
とだと言える。しかし、４ヶ月間の休館期において業務補助員
の賃金が不必要だったことなど、本年独特の館の情勢もこの
結果を導いた要因の一つである。安定した経営状況を維持し
てもらいたい。
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【経営基本情報】

○団体の基本情報

46.0 ％

○主な事業内容

事業名

(1) 斎宮跡公有地等管理事業

全事業合計に占める割合

(2) 歴史体験事業
全事業合計に占める割合

(3) 斎宮歴史博物館受付事業

全事業合計に占める割合

(4) (1)～(3)以外の事業

全事業合計に占める割合

全事業合計
全事業合計に占める割合

[事業の概要]

(1)

(2)

(3)

(4)

常勤役員 人 人 人

うち、県退職者 0 人 0 人 0 人 H20平均年齢
※
： － 歳

うち、県派遣 0 人 0 人 0 人 H20平均年収
※
： － 千円

常勤正規職員 人 人 人

うち、県退職者 0 人 0 人 0 人 H20平均年齢
※
： － 歳

うち、県派遣 0 人 0 人 0 人 H20平均年収
※
： － 千円

その他職員 人 人 人

うち、県退職者 0 人 0 人 0 人

団体名

※派遣職員は含まない

100.0%

12.4%

41.3%

27,456

66,507

平成20年度

所在地

ＨＰアドレス

設立年月日

電話番号

団体の目的

FAX番号

理事長 中山 正美

平成元年７月１日

生活・文化部県所管部等

県出資割合

[事業規模(事業費)]

嘱託５人、臨時２３人

代表者

円

100.0%

68,069

県出資額

100.0%

国史跡斎宮跡の保存と活用を行うとともに、歴史と文化に関する知識の普及
向上を図るため、必要な事業を行い、もって県民の文化の振興に寄与するこ
とを目的とする。

28 28

国史跡斎宮跡に所在する公共施設、１／１０史跡全体模型、史跡公園、公有地の維持管理

いつきのみや歴史体験館における体験学習事業及びイベント事業の運営

斎宮歴史博物館の受付窓口における来訪者の対応

来訪者便益施設、斎宮休憩所等の運営及び出版物等販売

平成19年度

○役職員の状況

28

0

28,034

39.2%

71,582

30.3%

8,198

19.1%

備考

16.9%

11.5%

8,400

33.7%

12.3%

8,250

平成19年度 平成20年度

18,252

(単位：千円)

1 1 0

平成18年度

13,675

21,675

平成18年度

11,508

0

22,961

備考

27.4%

12,549

18.9%

37.0%

25,200

財団法人国史跡斎宮跡保存協会

50,000,000

0596-52-3890

多気郡明和町斎宮３０４６－２５

http://www2.mint.or.jp/~itukino

0596-52-7089

0
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【団体自己評価結果】

比率 評価 比率 評価 比率 評価

85 Ｂ 85 Ｂ 85 Ｂ

71 Ｂ 77 Ｂ 77 Ｂ

73 Ｂ 73 Ｂ 78 Ｂ

71 Ｂ 82 Ｂ 82 Ｂ

《団体自己評価コメント》

目 的

経営計画

事 業

経営状況

総括コメント

《団体の達成目標》

●年次事業計画による達成目標
《定性目標》

《定量目標》
数値目標 単位

目標
実績
目標
実績
目標
実績
目標
実績

●中長期計画による達成目標

平成20年度コメント
当法人は、国史跡斎宮跡という貴重な史跡の管理と啓発を目的としている。史跡の適切な管理を行うだけではな
く、草花を植えるイベント等に積極的に取り組み、潤いのある空間づくりを目指すほか、歴史と文化に関する知識の
普及向上を図るため、県民に総合的な学習や生涯学習の場としていつきのみや歴史体験館で講座や体験学習の
機会を提供し、斎宮が最も栄えた平安時代を中心とした歴史の理解や知識の普及に努めている。

目 的

経営計画

事 業

B（６０％～８９％）：やや良好な事象や傾向がみられる

・平成２１年度、上園公園調整池及びその周辺に野花菖蒲１００％植栽目標。
・平成２２年度、いつきのみや体験館等来訪者、平成２２年９月までに３０万人達成目標（平成21年3月31日付け265,035人）
・平成２３年度、菖蒲まつり開催、斎宮跡無料休憩所での新規事業開始。

29,000

人 1,500

-
-

70

年間体験館等入場者数

平成20年度目標

平成20年度実績

平成21年度目標

歴史学習「源氏物語」の講座特別企画や町制５０周年を記念した斎宮浪漫まつりを計画。また、休憩所の室内整備を行
い、来訪者のニーズに応える施設の充実化を図る。また、花の植栽等により史跡公園の充実化を図る。

十五夜観月会参加者

29,000 29,000

全講座数に占める参加率７０％の講座の割合

600

講座受講者の満足度
（アンケートによる回答者の割合）

56
24,934

-

％

1,500

23,616
-

2,500

70 ％
-

1,700
600

29,000

-

人

19年度 20年度

平成20年度

龍笛・草木染め・機織・歴史講座等の歴史体験事業を実施するとともに、旧暦の行事や斎宮の四季等の展示を行
い、本年度の十五夜観月会イベントでは、昨年度より行っている地域のボランティア等との協働により２，０００個の
ペットボトルロウソクを１／１０史跡全体模型を中心に灯火、幻想的な観月会を催し、来訪者の増を図った。そのほ
か、史跡公園の充実化では、野花菖蒲の株分けや菜の花、コスモスなどの種蒔を実施し、来訪者の増加を望んだ
事業を展開した。また、本年度の実績を次年度へ継続するとともに、史跡公園や付帯施設の充実化を地域に根ざ
したものとするため、施設整備、体験学習やイベント事業の運営等に役職員一丸となり、また地域のボランティアや
関係グループ・団体等と連携を強化し、共に文化の振興を推進していくことが必要である。

龍笛・草木染め・機織・歴史講座等の歴史体験事業を実施するとともに、旧暦の行事や斎宮の四季の展示を行い、本年
度の十五夜観月会イベントでは、本年も地域のボランティア等との協働により２，０００個のペットボトルのロウソクを１／１
０史跡模型を中心に設置し、幻想的な観月会を催し、２，５００人の来訪者があった。また、斎宮浪漫まつりは、２，２００人
の来訪者があった。史跡公園の充実化では、野花菖蒲の株分けを行い約１，２００株を増殖するとともに、菜の花、コスモ
ス、なでしこなどの種蒔をボランティア団体や県立明野高校生徒の協力で実施し、来訪者の増加を望んだ事業を展開し
た。
中長期計画に基づき、無料休憩所の活用やイベント体験事業の検証等を実施する。また、平成２１年度は、当法人が設
立２０周年、いつきのみや歴史体験館が開館１０周年を迎える節目の年であるため、記念式典を行うとともに、積極的な
情報発信を行い、特に地元の関心度を高めるため、団体・関係者等にも積極的な周知活動を展開し、来訪者の増加を図
る取り組みを進め、さらなる効率的、効果的な事業運営を目指す。

56 41

中期計画の目標数値は、年間体験館等入場者２９，０００人で、平成１７年度からの年間入場者は目標値の約８０
～９０％で推移している。平成２０年度は対前年約１，３００人の増加であったが、目標値に対し約８６％の達成率と
なった。今後は、平成２０年３月に策定した平成２０年度から２５年度までの次期中長期計画に基づき、年間体験館
等入場者数の目標達成を目指す。

当法人は、平成１８年度から本年度まで、明和町より、いつきのみや歴史体験館、１／１０史跡全体模型、斎宮跡
休憩所の運営管理について指定管理を受けるとともに、従来どおり博物館庭園等維持管理、博物館受付業務、公
有地維持管理を県・同町より受託し、その財源を基に運営と管理の業務を行っている。自主財源としては斎宮跡に
関する出版物や一筆箋等の販売や休憩所等の活用によるものであるが、少額である。したがって、毎年度、繰越
金等の平均水準確保等で経営の確保に努めているが、決して健全な財政ではない。そのため、より一層事業の効
率的、経済的な運用と付帯施設の効果的な活用を図り、自主財源確保に努める必要がある。

平成21年度

龍笛・草木染め・機織・歴史講座等の歴史体験事業を実施するとともに、旧暦の行事や斎宮の四季等の展示を行
い、本年度の十五夜観月会イベントでは、昨年度より行っている地域のボランティア等との協働により２，０００個の
ペットボトルロウソクを１／１０史跡全体模型を中心に灯火、幻想的な観月会を催し、来訪者の増を図ったほか、史
跡公園の充実化では、野花菖蒲の株分けや菜の花、コスモスなどの種蒔を実施し、来訪者の増加を望んだ事業を
展開した。

平成19年度指標

56
55

団体名 財団法人国史跡斎宮跡保存協会

C（３０％～  ５９％）：改善を要する D（  ０％～２９％）：大いに改善を要する

経営状況

18年度

A（９０％～１００％）：良好な事象や傾向がみられる

0

50
10
0

目 的

経営計画

事 業

経営状況
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18 年度 19 年度 20 年度

目 的

経営計画

事 業

経営状況

本法人の役割は、国史跡斎宮跡を適切に管理し、斎宮の栄えた平安時代の様子を来訪者に体験してもらう
という観点から大変重要である。
しかしながら、組織体制については正規職員の不在、経営状況についても平成１９年度の黒字を引き続き達
成しているものの、自主財源は少額であるという課題がある。また、体験館等年間入館者数は前年度より微増
しているものの、目標値は達成されていないなど課題が多い。この中で、ボランティアや各種団体の協力を得
ながら、事業を進める取り組みは、地域の文化は地域が守るという持続可能な地域づくりの取り組みとして評
価でき、地域の協力を得ながら積極的な事業展開を行う必要がある。
本法人は、本年設立２０周年という記念すべき年でもある。本年から平成２５年までの次期中長期計画を進
めるために、新たなイベントの開発や無料休憩所の活用を進め、体験館等利用者数の増加と自主財源の確
保の取り組みに期待する。

《知事等の総括コメント》

国史跡斎宮跡の管理と普及啓発を推進するために、有効的
な公有地の活用を進めるとともに、斎宮が最も栄えた平安時
代を中心とした歴史体験活動を通じて、県民の文化振興に寄
与している。

史跡指定地内にあるという立地を活かした活動が行なわれて
いるが、入館者数等は、前年度より増加したものの、伸び悩
んでいる。
今後は、平成２５年までの次期中長期計画に基づき、自主事
業の拡大や創出を含めた特徴的な活動を行い、年間体験館
等入場者数の目標達成を目指す必要がある。

野花菖蒲の増殖を行っている史跡公園の充実化や公有地で
のコスモス等の植栽は、史跡に特色を与える事業として今後
もその取り組みが期待される。
また、各事業の取り組みにボランティアや各種団体の協力を
得るなど、地域を巻き込んだ取り組みを進めており、今後は
史跡を活かした町づくりにも取り組んでいく必要がある。

財務状況は、平成１９年度に平成１７・１８年度の２カ年続いた
赤字を解消し、本年度も引き続き黒字とするなど、事業費の
縮減に関しては一定の経営努力が認められる。今後はさらな
る効率的、効果的な運営が求められる。

20年度コメント

            ＋ ：団体自己評価結果に比べて高く評価（良好な点が認められる）
            － ：団体自己評価結果に比べて低く評価（課題が認められる）
          空白：団体自己評価結果と概ね同じ評価

団体名 財団法人国史跡斎宮跡保存協会

【知事等の審査及び評価結果】
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